
1 ．�はじめに
　2024年 1 月 1 日に発生した令和 6年能登半島地
震は，石川県能登地方を震源とするM7.6 の地震
であった。石川県輪島市および志賀町において最
大震度 7が，福井県から新潟県にかけての広い範
囲で震度 5強以上の揺れが観測され1），石川県を

中心として北陸地方の広い範囲で強い揺れに見舞
われた。震源メカニズム解や余震分布等から，本
地震は奥能登地域を横断して能登半島北東沖に伸
びる長さ約150 kmの逆断層の活動によるものと
推定されている2）。
　本地震による全壊家屋は8,000棟を超え，半壊・
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Abstract

Site amplifications in affected areas in Wajima city and Uchinada town are evaluated to 
contribute to the investigation of the disaster mechanism during the 2024 Noto Peninsula 
earthquake. In the downtown area of Wajima, the ground consists of about 25 m of soft soil. The 
ground may have amplified the earthquake ground motions. Since the observation records 
indicate a non-linear response of the soil ground, a more detailed analysis is required. In Uchinada 
town, aftershock observations were carried out at the location where lateral flow occurred. It was 
found that the site amplifications were different from those of the surrounding seismic stations.
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一部損壊を含めると12万棟を超える被害である3）。
断水戸数は最大13万戸超にのぼり，特に輪島市や
珠洲市では復旧に 5か月を要した3）。被災地へア
クセスするための道路も多くが被害を受けた。第
1次・第 2 次緊急輸送道路4）や重要物流道路・代
替路5）に指定されている，のと里山海道や国道
249号といった幹線道路が盛土崩落や斜面崩壊に
より通行不能となったため，道路啓開による緊急
復旧作業が進められた6）。発災後 2 週間で約 9 割
の主要幹線道路が復旧した6）が，のと里山海道・
能越道の徳田大津からのと里山空港の区間では 6
月現在においても，北行き方面のみ通行可能な状
況である7）。
　このように本地震ではインフラ施設や建築物に
顕著な被害が認められたが，将来の地震において
同様の被害が生じるような一般的な性質の災害で
あるのか，あるいは本地震に特有の地震災害であ
るのか，という観点は重要である。その詳細を明
らかにするためには，被災地・被害箇所における
地震動をまずは特定した上で，それを用いた被災
メカニズムの分析が必要である。
　このため著者らは，能登半島地震における被災
メカニズムの分析に資することを目的として，地
震動特性を明らかにするための調査研究を進めて
いる。本報告ではこのうち，建物被害が顕著で

あった輪島市街地と深刻な液状化被害が生じた内
灘町について，特に局所的な地震動の性質に大き
く寄与する地盤震動に着目して調査した内容を報
告する。

2 ．�地震動の概要
　令和 6年能登半島地震は，石川県能登地方を震
源とするM7.6の地震で，震源深さは16 kmと推
定されている。気象庁により求められた CMT解
は，北西－南東方向に圧縮軸を持つ逆断層型のメ
カニズムを示唆している8）（Fig.1 参照）。余震は
能登半島北東の沖合から奥能登地域を横断するよ
うに能登半島西岸に至るまで広く約150 kmにわ
たり分布している（Fig.1 参照）。
　気象庁，防災科学技術研究所（K-NET・KiK-

net），港湾地域強震観測，および自治体（新潟県，
富山県，福井県，長野県，岐阜県）が管理する地
震計の記録を整理し，Fig.1 に最大地動加速度分
布を Fig.2 に最大地動速度分布を示す。なお，い
ずれも水平 2成分合成値（水平 2成分をベクトル
合成した絶対値）の最大値を示している。また，
気象庁による CMT解，及び余震分布も併せて示
した。余震分布は本震の震源断層を概ね包含する
と考えられるため，奥能登地域は震源断層のほぼ
直上にあると言える。このため，輪島市や珠洲市
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といった奥能登地域では10m/s2を超える最大加
速度や 1m/sを超える最大速度が観測されている。
また，石川県の金沢平野，富山県の富山湾沿い，
新潟県の上越市から新潟市にかけての平野部で
0.2m/sを超えるような最大速度も観測されてお
り，いずれも堆積層による地震動の増幅が示唆さ
れる。
　Fig.3 は，各地の最大加速度，最大速度を断層
距離に対して示したものである。比較のため既存
の距離減衰式9）を併せて示している。この式は各
地の表層30mの平均 S波速度 Vs30 と S波速度が
1,400m/sとなる層までの深さ D1400 をパラメータ
として設定できるが，全体の傾向のみを確認する
目的で一律に Vs30＝350m/s，D1400＝250mとし，
各地の地震動増幅の違いは考慮していない。また，
火山フロント距離に関する補正も同様に考慮して
いない。各地の観測値は破線で示した標準偏差の
範囲にほぼ収まっており，既存式と概ね整合して
いる。すなわち，本地震の最大加速度と最大速度
の全体的な傾向は，過去の地震と比べて明らかに
異なる特徴を持つものではない。

3 ．�輪島市街地の地盤震動特性
　輪島市では全壊家屋約4,000棟に及ぶ多くの木
造家屋の被害10）が生じ，また水道は最大11,400戸
が断水し解消までに 5か月を要する等11），建築物
やインフラ施設に甚大な被害が生じている。市街
地中心部では輪島朝市における火災被害をはじめ
として，地震動によるものと思われる建物被害，
地盤の液状化によるものと思われるマンホールの
浮き上がり被害等，多様な被害様式が認められて

いる。
　輪島市街地には，防災科学技術研究所 K-NET

の ISK003（輪島）および気象庁の輪島市鳳至町の
2 地点で本震の地震動が記録されている。Fig.4
は加速度記録を0.05 Hzのハイパスフィルターを
かけて数値積分して求めた速度波形を比較したも
のである。両地点は直線距離で 1 kmほどしか離
れていないが，両者の振幅が異なることや
K-NET輪島の方が短周期成分に富む波形である
ように，地震動の特徴は異なる。これは両地点の
地盤震動特性の違いが表れたものと考えられる。
　Fig.5 は K-NET輪島と気象庁輪島の加速度応答
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スペクトル（方位に関する最大値 RotD10012），減
衰定数 5 ％）を比較したものである。1995年兵庫
県南部地震の JR鷹取駅で記録された地震波の加
速度応答スペクトル（鷹取波）を参考のため重ね
て示しているが，周期0.5－ 1 秒の応答レベルは
いずれもほぼ等しいことがわかる。さらに，気象
庁輪島は周期 1－ 2秒においても鷹取波と応答レ
ベルが等しい。鷹取波は木造家屋の被害集中域の
近くで得られた記録であることから，木造家屋被
害との関係についてよく研究されており，周期 1
－ 2秒の応答レベルが高い場合に木造家屋の被害
率が高くなることが知られている13）。このため，
輪島市街地で顕著な建物被害が生じている事実は，
気象庁輪島における地震動特性と矛盾しない。
K-NET輪島では周期 1－ 2 秒の応答レベルが小
さいことから，K-NET輪島と気象庁輪島のスペ
クトルの違いが地盤震動特性の違いに由来するの
であれば，輪島市街地の地盤によって周期 1－ 2
秒が増幅し，建物被害に関与したと推察できる。
すなわち，輪島市街地の地盤震動特性を把握する
ことは被災メカニズムの観点から非常に重要であ
る。
　そこで，両地震観測点の地盤震動特性の違いを
評価するため，常時微動観測を実施した。2024年
1 月29日に K-NET輪島において，また2024年 5
月19日に気象庁輪島において，それぞれ高感度加
速度センサー（Nanometrics社 Titan）4台を用い
て測定した。ロガーには AK-002（aLab社）を使
用し，100 Hzサンプリングで記録を収録している。
1月29日は早朝， 5月19日は昼休みの時間帯に観
測を実施した。K-NET輪島では敷地の制約のた
め半径0.5mの極小アレイ観測を実施したが，地
盤の S波速度が速すぎるために位相速度が適切
に求められなかったため，本報告では単点 H/V

スペクトルのみ示す。気象庁輪島では半径 5m

のアレイ観測を実施している。
　Fig.6 は両地点における常時微動 H/Vスペクト
ル（HVSR）を比較したものである。30秒の重複
を認めた40.96秒区間毎の時刻歴データにおいて
二乗平均平方根の値の小さな順に10区間を選択し，
成分毎にフーリエ振幅を求めて10区間の平均を求

めたのち，水平成分と上下成分の比を求めて平滑
化フィルタをかけたものを HVSRとして示して
いる。水平成分は 2 成分ベクトル合成（絶対値）
で定義し，平滑化フィルタは0.3 Hz幅の Parzen

窓を用いた。ただし，加速度センサーの性能限界
のため，周期 2秒以上は SN比が十分でない可能
性があることを断っておく。K-NET輪島は比較
的平坦なスペクトル形状を示しているが，気象庁
輪島では周期0.8－0.9秒付近に明瞭なピークが認
められる。
　Fig.7 は SPAC法14）により推定した気象庁輪島
における位相速度分散曲線である。20.48秒区間
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毎の時刻歴データにおいて二乗平均平方根の値の
小さな順に40区間を選択し，それぞれのフーリエ
振幅を0.3 Hz幅の Parzen窓で平滑化する。これ
より SPAC係数を求め，これと第 1種 0次ベッセ
ル関数との残差を最小化するように位相速度を求
めた。得られた曲線のうち正分散区間のみ太実線
で示している。表層地盤は100m/sを下回るよう
な軟弱な地盤であることがわかる。図中には波長
40mに相当する直線と分散曲線との交点から読
み取った位相速度125m/sが示されている。この
値は深さ30mまでの平均 S波速度（Vs30）の良い
推定値になることが知られていることから15），気
象庁輪島における Vs30 の近似値として125m/sを
採用する。
　気象庁輪島のオンサイトでのボーリング情報は
公開されていないが，輪島市街地の地盤は概ね共
通して N値10以下の軟弱な粘土が数十 mほど堆
積しており，その下に数 mの砂礫を挟んで硬質
な泥岩が表れる16）。軟弱な表層地盤と基盤（泥岩）
との間でインピーダンスコントラストが大きいと
みなして1/4波長則を仮定すると，HVSRのピー
ク周波数と Vs30 の近似値から，気象庁輪島にお
ける基盤深さは25－28mと推定される。
　ただし，2007年能登半島地震においても指摘さ
れていたように17），気象庁輪島の地盤は非線形応
答を示す。Fig.8 は，気象庁輪島と K-NET輪島で
同時に観測された地震動の水平成分についてフー
リエスペクトル比を求めたものである。ここでは，
既往の研究17）で用いられた地震記録（2001年から
2007年までの12イベント）に加えて，両観測点で
同時に記録の得られている2020年から2024年まで
の36イベントの地震について解析した。水平成分
それぞれについて S波部分を含む50秒間をフー
リエ変換し，0.4 Hzの Parzen窓で平滑化したの
ち， 2 成分をベクトル合成（絶対値）したもので
両者の比を求めた。2007年および2024年能登半島
地震を除く弱震時のスペクトル比は周期0.8－1.0
秒にピークが見られ，これは常時微動 HVSRの
ピーク周期と整合する。しかし，2007年の地震や
2024年の本震のような強い地震動が作用すると，
ピークが周期 2秒ほどに伸びる。これは地盤ひず

みが大きくなることによって地盤材料の剛性が低
下したためと考えられる。このため，令和 6年能
登半島地震時に地盤がどのように地震動を増幅さ
せたのかを評価するためには，常時微動による観
測結果（HVSRや位相速度分散曲線）を説明する
だけでなく，地盤の非線形応答を表現するよう地
盤材料の動特性を把握する必要があり，更なる調
査研究が求められる。
　なお，地盤の非線形応答の痕跡を記録するため，
気象庁輪島と K-NET輪島の両地点周辺において
現地調査を実施した。K-NET輪島周辺（Fig.9）は，
木造家屋の倒壊が多くみられるが，地割れや噴砂
等もあわせて認められる。図中の A-1 付近では北
向き（海方向）への側方流動に伴うクラックが段
状に認められ，ここでは面的に液状化が生じてい
た可能性がある。A-2 付近はマンホールの顕著な
浮き上がりが認められたが，埋め戻し土の液状化
による可能性も考えられるため，ここでは必ずし
も一面に液状化が生じたとは言えない。ただし，
K-NET輪島は高台にある一本松公園への登り口
に位置しており，K-NETで公開されているボー
リング情報からも岩盤サイトであると解釈される。
このため，距離は近いものの，住家等の広がる区
画とは地盤条件が異なる可能性に留意が必要であ
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る。
　気象庁輪島周辺（Fig.10）は，同様に木造家屋
の倒壊が多く見られたが，地盤の被害は相対的に
少ないようであった．図中に舗装に見られたク
ラックの位置を示しているが，いずれも十字路に
多く見られる。またこれらクラックの位置は埋設
管や暗渠の位置にもよく対応している。このため，
地盤震動の位相差によって生じた舗装の割れ，あ
るいは埋戻し土の液状化によるものと考えられる。

4 ．�内灘町の地盤震動特性
　内灘町は，地盤の液状化に伴って生じた側方流
動により建物および埋設管等に甚大な被害が生じ
ている18）。全壊家屋は120棟を超え，半壊・一部
破損を加えると建物被害は約2,000棟に及ぶ。水
道の復旧は西荒屋地区を中心として遅く， 3か月
程を要した。これらの被害は内灘砂丘の東側にあ
たる帯状の地域に集中している。
　内灘町は断層距離70 km程と震源から離れてお
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Fig.9　Summary of ground failure around K-NET ISK003 station (January 29, 2024)
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Fig.10　Summary of ground failure around JMA Wajima station (March 18, 2024)
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り，断層直上の奥能登地域と比べると地震動レベ
ルは小さい。内灘町の震度として発表されている
震度 5弱（計測震度4.6）は内灘町役場における震
度計による観測値であるが，2024年 6 月時点でこ
の地震記録は公開されていない。このため，
K-NETの ISK009（七塚）および気象庁の津幡町
加賀爪で得られた加速度記録を0.05 Hzのハイパ
スフィルターをかけて数値積分して求めた速度波
形を Fig.11 に示している。なお，被害の顕著で
あった内灘町西荒屋地区からはそれぞれ直線距離
で6.5 kmおよび5.5 kmにある。いずれも最大速
度20 cm/s程度の地震動であり，周期数秒の長周
期成分も見られる。Fig.12 はそれぞれの加速度応
答スペクトル（RotD10012），減衰定数 5 ％）を示
したものである。Fig.5 と同様に鷹取波のスペク
トルをあわせて示しているが，いずれの周期にお
いても鷹取波に比べて応答スペクトルの値は下
回っており，地震動そのものによる被害は支配的
でないと推測される。
　このため，内灘町における被害は側方流動によ
るものが支配的であり，その発生メカニズムを理
解するためには，作用した地震動の評価が必要で
ある。そこで，内灘町西荒屋地区において常時微
動観測と余震観測を実施した。2024年 1 月28日に，
K-NET七塚と西荒屋地区とで常時微動観測を兼
ねて余震観測を行ったが，十分な SN比を持つ余
震を記録できなかったため，改めて2024年 3 月16
日～18日に内灘町の震度計近傍と西荒屋地区の 2

地点で余震観測を行った。
　Fig.13 は，西荒屋地区の観測地点（U01，U02）
と周辺の地盤被害状況とをあわせて整理したもの
である。砂丘の東側に広がる緩斜面では北東－南
西方向に帯状に地面の隆起，地割れ，噴砂などが
断続的に見られる。緩斜面を下った地盤変状の少
ない箇所に 1台（U01），地面の隆起に伴う地盤変
状が顕著な箇所に 1 台（U02）設置している。地
盤変状が側方流動による滑り土塊の移動によるも
のと仮定すると，U01 は滑り土塊の下盤，U02 は
土塊の上盤に相当する。また，U00 は内灘町役場
の震度計近傍の地震計である。地震計は常時微動
観測に用いる加速度センサーと同一のものを用い
た。
　Fig.14 は，観測記録の常時微動成分について
HVSRを求め，比較したものである。なお参考の
ため，2024年 1 月28日に実施した K-NET七塚の
常時微動 HVSRもあわせて示している。U00 で
は顕著なピークは見られないが，U01 と U02 で
は周期 2秒付近にピークが見られる。ただし，こ
の周期帯域では SN比が十分でない可能性に留意
が必要である。また，U02 では周期0.2秒付近に
もピークが見られる。これは滑り土塊の応答に対
応したモード，あるいはごく表層の地盤構造の違
いが見えている可能性が考えられる。
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　Fig.15 は，観測期間に記録された最大の加速度
記録を示している。本地震は，2024年 3 月18日 2
時12分に発生したM2.8 の地震であり，震源深さ
5 km，震央は石川県能登地方（37°12.4'N，136°
42.0'E）である。なお見やすくするため10 Hzの
ローパスフィルタをかけ，時刻を揃えて描いてい
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る。いずれの地震計においても地震イベントに対
応する波群を記録できていることがわかる。U00
に比べて U01 は振幅レベルがやや小さく経時特
性も異なることから，本震においても U00 地点
と U01 地点で異なる地震動が作用した可能性が
考えられる。Fig.16 は，余震記録について U00
に対する水平動のスペクトル比をそれぞれ求めた
ものである。U00 に比べて，U01 と U02 には周
期 1 秒より少し長い周期にピークが見られる。
Fig.14 に示したように，U00 の HVSRには周期
1秒付近に明瞭なピークや谷が見られないため，
このピークは U01 と U02 に固有のピーク周期で
ある可能性がある。実際，内灘町役場は内灘砂丘
に位置するため，U01 や U02 とは異なる地盤条
件であることが予想され，両地点の地盤震動特性
の違いを反映したものと考えられる。また，周期
0.3秒以下では U02 に比べて U01 のレベルが低く，
U02 では周期0.2秒付近が卓越している。U01 が
滑り土塊の下盤に，U02 が滑り土塊の上盤に位置
すると仮定すると，U02 の周期0.2秒付近の違い
は滑り土塊の応答を反映している可能性も考えら
れ，今後より詳細な検討が必要である。今後，内
灘町役場の本震記録が公開されたのち U01 地点
における本震記録を推定し，西荒屋地区における

被害メカニズムの分析に寄与したい。

5 ．�まとめ
　令和 6年能登半島地震における被災メカニズム
の分析に資することを目的として，著者らは現地
被災地で調査研究を進めている。本論文ではこの
うち，輪島市街地と内灘町において実施した調査
に基づき，特に地盤震動特性について整理した内
容を報告した。
　輪島市街地では兵庫県南部地震における鷹取波
相当の地震動が観測されており，地盤によって増
幅した可能性も考えられる。気象庁輪島観測点で
は，常時微動 HVSRが0.8－0.9秒ほどに明瞭な
ピークを示し，また常時微動アレイ観測により得
られた位相速度分散曲線から Vs30 が125m/sほど
と推定される。周辺のボーリング情報によると，
気象庁輪島周辺では軟弱な粘土層が厚く堆積して
いる地盤であることが予想されるが，推定表層厚
は25－28mであり，これと矛盾しない。なお，
観測記録によると地盤は非線形応答を示した可能
性が高いため，地盤材料の動特性の把握も今後の
重要な課題である。
　内灘町では側方流動による深刻な被害が発生し
たが，この誘因となった地震動は明らかとなって
いない。常時微動観測と余震観測によると，被害
の顕著であった西荒屋地区では，周期 1秒付近に
ピークが見られ，内灘町役場の震度計位置とは異
なる地盤震動特性であることが示唆される。また，
滑り土塊に相当する可能性のある短周期成分の増
幅も捉えられており，今後詳細な検討を行う予定
である。
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要 旨

　令和 6年能登半島地震における被災メカニズムの分析に資することを目的として，輪島市と
内灘町において地盤震動特性を評価した。輪島市街地では軟弱な地盤が25mほど堆積しており，
これにより地震動が増幅した可能性も考えられる。ただし地盤は非線形応答した可能性が高い
ため，より詳細な検討が必要である。内灘町では，側方流動が発生した箇所で余震観測を行っ
ている。周囲の地震観測点と地盤震動特性が異なることが明らかとなった。
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